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韓同養蚕業の展開と繭増産の要因
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i士じめに

本稿は， Z事同の代表的な海外市場依存会主とも

；？ろべき詫蚕業を対象にして、解放以降託期間に

わたって低迷をつづけてきた義蚕主力入どのよう

にして摘の増産を高め，世界有数のぞt糸輪II＼国に

変貌しえたかを，主として供給I屈の要閃から探Fら

うEするものである。

韓国の養3安全は次♂） 3点において他の！実業分野

にみられない特徴をもっているの

詰lの特徴は韓国農業の中で最も高い成長率を

実現した業種であるということである ο 連蚕業の

成果を意味する繭生産量は，建国経済の高度成長

が始ま－，たとされる19日年の!1500トンから， 19帰

年には円本帝国主義時代の繭最高水準を突破して

1 7]6000トング）実績をあげ， 1975年には 3万700。
トンの繭増産を実現した。 10数年の間に韓両の蔽

生産規模は 9倍（196Mf：対比）ほど拡大し，生糸生

産高も日本内 3分の lにあたる5493トン（1976年）

を達成するようになったのである恨l」

ちなみに19fil～7;i年の主要穀類生産指数は 134

であり，増産が著しいとされる稲作の生産指数も

147に留まってL、て， 3毛蚕業Cl）上うな増産勢をみ

せた史産物はみられない (1例。年長平）〈泣2，。

第 2の特徴はこれらの高成長がわが国の市場と

『アジア経済』 XX-8 (1979. 8) 

ft 川町一房 征 お夫

持：接t（関係をもって実現された，典型的な輪ill農

業部門であることに求められる。繭の製品をなす

生糸の対日輪Illは1965年のR韓国交正常化によっ

て貿易制度が整備されたためR本進出の足掛りを

つかみ， 1969年には生糸輸出市場の73%をR本市

場がtiめるようになった。そしてl973年には「しぼ

りほどの絹織物を含めて I億8000万ドノレ（4悌 0ト

ン）相当が日本に持ち込まれ，日本の輸入絹織物，

生糸のおのおの55%,30%を韓国産がカパーして，

fl本絹業の再生産構造に韓国蚕糸業が繰り込まれ

てゆくのであるぽ3¥

それだけに， 1974, 1975年に日本絹業界の不況

打開策として発動された生糸製品の輸入制限措置

は，狭少な韓国市場と相まって韓国の蚕糸業界に

手痛い打繋を与え，菰減産政策の強行まで生みだ

しているのが現在の韓国養蚕業界の状況なのであ

る。

そして第3の養蚕業の特徴は韓国農家に最も普

及している副業形態であることにみられる。養蚕

業に従事する農家戸数は1974年現在47万5的Oを突

破し，繰国農家の 4分の lは養蚕業を経営して何

らかの現金収入を得ている〔1976年の養蚕収入総額

は657億ウ才ンで 1戸当りの収入は13万ウォンを超え

る〕併4、。

世界第一の繭生産国である日本の養蚕農家数は

高度成長期に急速に減少して， 1977年には20万戸

台に落ち込むことになったが惟5にこの日本の養蚕

農家戸数は韓国のそれの40%台であ，》て，韓国養

蚕業が国民経済や農家経済ではたす役割は日本よ
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Ⅰ　繭生産力の展開
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りも寸人、と大きいと言うことができる円である c

この工うな出i成長十世，わがrmに密有した輸出長

業，広範囲な普及性とい，，た特徴をもっ韓国養蚕

業の成長i品松とそしり愛国を探るのが，本稿の険討

課題であるに
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I ；摂／七時力の展開

1. 日本帝国主義期一一近代議蚕業の移殖

韓国養蚕世はy1i'.l司の ~.P.＇「1ft同地理志』にその

存在が記されてu、るように；制約年ι上の歴史をも

ら‘その相製品は王朝貴族の衣料として珍長され

てきた1c1 h しかし飼育技術はEJ世紀末葉にあた

る李朝末期にJo,,、ても野生飼L、といった原始的レ

ベルに宿主り，五モ極4,生産力が劣ζ，:11民f長の在来

通であった。したがってi稿の生産監は小坂模で

1910年ごろでも 44＇..：トンどいう低水準であっ

た｛注 2)0 

ころいうわけで近代的な意味で、の支蚕業が開始

されるようになったのは、日本が朝鮮半島を支配

する上うにな JJたFllO年以降である。この時農業

技術の近代化を促進 4一るために設置された「勧業

模範域lでは．主主蚕業におし、ても生産力に富む原

蚕種の製造や柔品種の改良などが積極的におこな

われ，日本で開発された養蚕技術の移殖が積極的

に図られていっfこ， tic 3 ¥ 

朝鮮半日におL、て近代的な長蚕主力：注目される
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主うになったのは，日本の対米生糸輸出が好調を

続けたため原料繭が不足し，そのため植民地回で

ある朝鮮を新たに日本製糸資本の原料供給基地に

育成しようとしたためである。

そこで朝鮮総督府は積極的な養蚕振興策を展開

しここから朝鮮養蚕業における飼育伎術や桑同

管理は相当近代化することになった。かくして

19:.!0年における朝鮮繭の生産許可は4205トンに達し

て対1910年生産比で1(バ市以上の増産をあげ，桑同

而椋f:l:::l万1600ヘケタールに拡大し，養蚕農家戸

数も山万に急増したげr4 l。

朝鮮産繭の増大は朝鮮半島を繭生産基地とする

政策に現実性を与えた。そこで1925年には，朝鮮

総校府によって「15年を期する産繭増殖計画iが

新たに推進され，産販量100万石，？を蚕戸数100万

戸，桑i誌面積10万町歩の実現が朝鮮養蚕業の目標

左なった（/15 I 0 

二の産繭増殖事業は1929年の世界恐慌による生

糸似の大暴落にもかかわらず後進され， I9:=M年に

は産蔽高が 2万2991トン（南朝鮮は I万6:100トン）

に達して，日帝期麟生産力のピークを実現した。

そして達蚕農家数も 84万戸（南は品（）万戸）に著憎

し，桑国規模は 7万7790ヘクター／レ（南は5万2的。

ヘクタール〕に達して，朝鮮半島は有力な養蚕国

に変貌したのであった行I6、｝0 

朝鮮半島における急速なまを蚕業の発展は日本製

糸資本の対朝鮮進出を促したの 1918年にはH本

同内における生糸移入税が撤廃され‘製糸資本の

対朝鮮進出の障害物はなくなった。ここかム低l廉

な原料藤と労働力を狙って， 「山卜製糸jが大豆II

に製糸工場を建設し、日本製糸資本の対朝鮮進出

のII，高矢となったc つづし、て1919年には大手製糸資

本である「片倉j と「カネボウjが朝鮮に進出し、

1926年には他方の大三f：である［ゲンゼj も製糸工
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場を稼動させて，日本の有力な製糸資本の大半が

朝鮮半島で生糸製造をおこなうようになった。

このようにして， 1934年には気候的な条f初〉ら

養蚕業に不向きな平安北道，成鏡北道を除いた朝

鮮全土に郊の製糸工場が生糸生産をおとなっtr.。

そして設備規憶は8212釜に増大し，生糸量は1254

トンに拡大して，これらの製品の大半は対米輸出

品や和服の原料として日本に仕向けられたのであ

る。

しかし判鮮半島にお灯る製糸工場資本の95'Y~相

当は1935年の朝鮮製糸業令による優遇措置によっ

て日本資本に支配され，韓国人による民族資本の

製糸工場はわずか数社tこすぎなかったGL7 ，.この

ようなわずかな民族系製糸工場の状況は解放後の

韓国養蚕業の混乱を深める一つの要因をなすよう

になる。

2. 混迷期 一市場，技術体系の崩壊

1945年8月15日，韓国は36年間にわたった日本

帝国主義支配から解放され，蚕糸業においてもそ

れまで韓国主主蚕業を支配してνた日本の製糸資本

が韓国から撤退することにな，》た。そして蚕糸関

係の日本人経営者，技術者も~度に韓国を離れ，

蚕糸技術の体系は崩壊した。

加えて緯出lt日本経済闘沿道ら独立したため，市

場面でも生糸仕向地である日本市場を失うことに

なった。日本製糸資本への原料供給基地としての

朝鮮養蚕業の役割は崩壊した。韓国蚕糸業は資

本，技術， r(1J長などの面で日本との関係を断ち切

られ，再建に直面したのである。

そのうえこの時期の韓国は国土の分断とし、う新

たな政給品ーよしに陥ったため， 主主蚕業におし、ても北

部朝鮮』こ位罰する26%の農家， 30%の桑関， 27%

の収繭量（いずれも1936年）という大きな割合を物

理的に失うことになったほ8）。

綿国養蚕業の住品開と謝増産の裂凶

ところで， 1940年代後半の韓国は日本や満』十ほ

どから国民の I前とも 2割とも言われる同抱の帰

還が相つぎ，食糧問題が一挙に深刻化した時であ

った。そこで義援農家は日帝末期における繭強制

供出の怨恨もあって桑の樹を続々とひき抜き，雑

穀ゃいも類の生産に転換していった。大多数の養

蚕農家は先行きが不透明な養蚕経営に見切りをつ

け，桑樹は田畑の境界地や家腫敷などに残る「見

椛桑園」だけとし、う状況であったυ

この結果解放後の韓国養蚕業は急速に衰退し

た。桑園面積は1948年には日帝期の最盛面積の 2

分の lに低落し，桑聞も前述のようにほとんどが

生産力の劣る 1見積桑園Jとなった。したがって

収務屋；も激減して以）（）（）トン水準に落ちこみ，これ

また最盛期の 3分の lレベルとなった（注9〕。襲蚕

業は高級衣料の原料や自家消費のために細々と続

けられるにすぎなかったのである。

それだけに韓国攻府は大韓民国政府樹立とし、っ

た相対的な政治安定がすすむとともに，国民衣料

の供給と農家所得。）向上という観点から養蚕業の

振興策に着手し， 1949年lこはR布’期の生産カ復帰

を狙う「産繭増産3カ年計画」を策定して衰退を

重ねる養蚕業に歯止めをかけようとした。しかし

この種の振興事業は1950年6flに勃発した朝鮮戦

争に上って何らの成果も生ます，主主蚕業の混迷i主

戦乱によってさらに深まっていった。

そこで1952年には農民の所得向上と外貨獲得を

図るということで， 「蚕業増産5カ年計画1952～

1956」が再び策定公布された。また1959年には「蚕

業増産5カ年計画1959～1963Jが再度樹立されて

妥蚕業振興がつづけられた。しかし，この種の百十両

事業は財政の室付を欠いたため養蚕業の生産基盤

整備にほとんど手をつけることができず，また臓

の買上げ価格も生産費以下の低水準に推移したた
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め，韓国'.ft蚕業は停滞をつづけるほかはなかったこ。

かくして1960年の続生産量は，李承晩大統領の

下野という政治混乱も加わったこともあって4500

トンという解放以来の最低水準におちこみ，日帝

期最盛時C'）産時l量；の 5分の 1に低落した。生産基

盤の確立と抜本的な市場対策が展開されなL、かぎ

り哩韓国養蚕業の再建発展がありえないことは誰

れの日にも明らかな状況になってし、たのである

(/l:[1)) 
0 

3. 羅道忠一 翰出養蚕業への変貌

解放以降混迷をつづけてきた様同の益蚕業は，

19附年代に入るやq前l/l¥農業への展開と L、う転機を

むかえた。

1961年に登場した朴政権はアメリカのドル防衛

策に端を発した対韓経済援助の削減で，外貨獲得

は当面最大級の経済政策の課題でふ pた。しかも

196'.2年lごは自立経済の建設を柱とする「第 I次経

済開発5カ年計fi11ilが樹立されたため，工業化に

要する外貨需要は飛躍的に増大することがみこま

れ，外貨獲得が可能な産業や商品が物色された。

この時期司生糸は最も有力な輸出向品であっ

た。 l9fil年の生糸輸出規模は対米輸出を中心にし

て1'.2:1万ドルを実現し，同年の輸出総額4290万ド

ルのう九で7.5りらという大きな比重を占めてし、た

Utl!1 0 しかも生糸輸出はその原料をなす繭を国内

で調達するため外貨取得率は1（同りらであって，国際

収支への貢献度は他のかl工製品の追l~il を許さな Lι

有利な輸出1荷品であった。

二こから緯l司養蚕業は外貨を後得する戦略的な

i'm門として位i奇づけられ，工業化のテンボに見合

うスピードと規模をもって輸出農業として再編成

されることになった。そのため韓両政府は次に述

パるよろな I次， 三次， 日次の主主蚕振興計画を積

極的に推進したので，次にそれらの概要と実績に

46 

ついて述べよう。

(1) 「第1次蚕業増産計画， 1962～1966J

第 i次蚕業増産計商事業はこの時期tこ並行して

推進された第 l次経済開発5カ年計画における外

貨需要を負担する観点から策定されたため，生糸

輸出の大幅増加が中心的なロ標となった。すなわ

ち、1966年の生糸輸出額は目的万ドルと策定され，

基準年次である 1960年輪出実績の8.3倍達成が求

められたのである。このため生糸生産量は1380ト

ンと見込まれ，生糸の原料となる離につし、ても

1966年には 1万4600トンと基準年度比で3.3倍の

増産が必要になった1/U2)0 第 1次蚕業計画は生糸

輸出C'）＂人幅増を実現するために檎増産を至上命令

としたのである。

そこで協誕生産力を規定する桑囲拡充が第 1次養

蚕振興策の核心的な事業として選ばれた。この時

期の桑国規模は前述したようにH帝ド最盛時の 3

分の lに務；ちこみ，その桑閣の80%相当は畦道や

家屋敷tこ植付けられてし、る「見積桑~Jであったつ

したがって大部分の桑樹は収葉力に劣る老木で何

らの管理もされずに放任され，肥培や桑仕立など

に日をむける養蚕農民はほとんど存在しなし、とい

う状況で，繭増産は桑闘の拡充が伴わなし、かぎり

不可能となっていた。

新規本桑閣の造成目標は，最終年次である1966

年の桑層面積を 1960年規模の 3倍にあたる 7万

4悌Oヘクタールとされた。そしてこれらの造園卒

業のなかで見積桑固から本桑園への転換が意図さ

れ，収薬力の向上が目指されたのである。

ところで新規桑閣の栽植にあたっては収葉力に

すく・＊＂た桑種でおこなうとされたものの， 1960年

前半期の韓国桑蔀栽培技術はきわめて幼稚な水準

であったため，桑苗供給問題が桑闘拡充事業のネ

ックとなっfこ
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ここから1962年には擾良薬種の原苗育成という

ことで，日本から「改良ねずみ返し」 「一之瀬J

の桑箇250万本が緊急輸入され，原苗木の増産が

｜沼られた。しかし計画期間内の椋桑規模は 5億

50川万本という大量の植付けが見込まれたため桑

苗は不足し，このため農村児童に補助金が与えら

れて在来優良桑である魯桑系の桑実採取運動が展

開され，植桑事業の種子として使用されたのであ

る（注13）。

しかし養蚕農民の植桑テンポは計聞事業が意図

したようにはすすまなかった。農民は桑苗購入に

おL、て一定の資金を要したうえ，；続出養蚕業その

ものの将来に楽観をもてなかったからである。

そこで韓国政府は桑苗代会の 8割繍助を実施し

て蓄を蚕農民の資金負担を軽減させた。そして離価

も1963年ごろからアメリカの好景気を反映して漸

次上昇に転じたため養蚕業の先向きは明るさを増

すことになった。ここから1965年に入るや桑樹の

杭付事業は大きく進み， 19同年までの椀桑数は4

｛志向00万本に達して目標植桑規模に近づくことに

なった。一方，桑園面積もrri況好転を反映して急

速に拡大に転じ， 1966年の規模は 6万ヘクタール

を越えて1960年水準の 2倍に伸長し，専業桑閣の

比重は70%まで高まって収薬力は上昇していった

（注14）。

おl次養蚕振興事業では桑闘拡充とならんで蚕

作の安定も重要な政策課題であったq さi時の蚕室

のほとんどは居住兼用の施設のため気温，湿度，

光線以どの面で管理が制約され，蚕作不安定の大

きな要悶をなしていた（注15）。そこで第 i次計画期

間中には 1万棟にも及ぶ蚕室が政府の低利融資

（建設費の50～80%）で建築，補修され，去を蚕モデ

Yレ地区では稚蚕共同飼育場の建設や「改良まぶしj

などの能率蚕具の普及か図られてゆくのである。
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 （出所） 1930～1955年までは，韓国農林部『韓国蚕業
ノ現況ト展望』ソウノレ 1968年巻末統針。
1960年以降は，韓国生糸輸出組合『製糸統計年報』

1977年版ソウル10～11ベータ。
〔注） 19:10および40年は韓国のみ。

このようにして養蚕業の生産基盤は急速に進展

し，生糸r¥i場も1965年tこ日韓国交が回復されたた

め日本市場を有力な仕向地に編成することに成功

して繭市場は拡張をつづけた。このため繭増産は

次に述べるように1960年代の中半期から大きく進

んでゆく。すなわち，最終年次の1966年の藤繭量

は第 i図が示すように9600トンど 1960年対比で2

倍以上の増加を示し，養蚕農家は4；）万6000戸に増

大して，新たに5万戸の農家が養蚕業に加わった。

そして生糸輸出額は第2図が示すように1344万ド

ルを実現し（注16），第 1次計画の主目標である輸出

増大は一応達成されたのである。

(2) 「第2次蚕業増産計画 1967～1971J

第2次蚕業振興策が推進された時期は韓国の工

業化が本格化しはじめたときであった。日韓国交

l•JI復で韓国にはむこう 10年間tこ無償，有償併せて

ら億ドル相当の政府資金が供与されることになっ

たため，浦項の総合製鉄所を初めとして，合繊，

電機などの輸入代替産業の建設が雨後の衝のよう

に登場した。しかしこれら産業の建設には膨大な

外貨が必要であって，日本からの対韓経済協力だ

けではそれらの需要を賄うことはできなかった。
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二こかム愉Ill に上る外貨獲得は··），；~必要性を！1;i'/

し、輸出を大きく伸ばしてきたと主糸にけしても一

段と輸出努力がょにめられたυ

第 2I欠計l百ij期間中の生糸輸出掛 U:.l()7l ft土には

1:390万ドルと策定主れ，五十両初年度にあたるI川7

年実績：!J'.l i古が期待されたυ したが〆〉て生糸に！尿

1斗を｛共存日する養蚕業に対しても τ 基準年度1966｛↓三

実績の：i倍以上J)県産量にあたど， ・1 7iトレの繭生

産カ‘求められたり 1970年の初頭には韓国養蚕葉山

生産力水準を［a本の40':1：，程度によJIき上げると」、う

古欲的td「i産all刊が推進主れた山である11 I~ \ 

それどけ；二第 2 次養蚕tW~政策のポイントは，

;fD次期と同様に問増産の前提をt.［す桑田拡充に

おかれた0 菜園規慢；主新規の造成がすすむため

1971年までには 7万；＼（）（）（）ヘケケ＿，レの拡張が見込

まt,,その中では数！＇If.こも達する大桑南造成がタj

辛性i亘求と 1ぜ、うことで推進事業とされた。 この種

の大規模桑園開発の担い手には，繭の購入権をお｛

！日させると L什ことを条件にしてち与さ糸資本や関

連流通資本が選ばれ， 「企業主主主王立j と呼ばれて

！！日野山払下げなと一連の助成措置思典をうけるこ

とにな J ’た

一J；植桑規模は第 l次百十雨期の実績である 4倍、

ろ（）（）（）万本が可能植付け量としてこの期間山口擦と

され、早期生産力の実現とかうことで，お 2次期の

前半期にあたる1%7～69年の：1年間に集中的に杭

付けると主ht:二c それに第 1次計画期ではほとん

ど効果を生みだせなかった栽桑技術や肥培管理の

1<'1i Lt，どが打ち出され，従来実結がみ C）れなか，・，

fこ化学！肥料や来品はどの配給も新たに制度化が i式

みらti..て， 長国の質的［向上策が重要な推進事業と

して位債•）けられたぺ

第2；欠Jf・両期桑i持拡充事業は良好なら市場環境

仁川えて，政府の積極的な助成がつづL、たため質
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民ともに前進をみせた。新規桑園は毎年2万ヘク

ター／レほど増大をつづけて， 1969年の柔国規模は

9 7.f9200ヘクタールに増大しーて，悲願とも言うべ

きIO万ヘクタールラインに近づいた。桑園拡張の

主因は前述した「企業養蚕；良jによる原野開発が

なんといっても大きいとみられるが，他面ではよ

り経済効果が期待できる果樹などへの転作も始ま

って， 1970年代に入ると桑国規模は減少に転ずる

ようになっfこ（川内）0 iニ持品路を持続してきた桑園

拡大事業は調整段階に突入したのである。

繭増産を実現するには桑園拡充とならんで飼育

技術の向上が不可欠であるが， この分野でも第 2

次1i+l画期に入るや急速に整備がすすんだ。蚕室建

築と近代蚕具の普及が繭質向上の一環として推進

さJ1,, 蚕作安定に大きな影響を与える稚蚕期の飼

育のため，共同飼育方式をとる稚蚕飼育場の建設

も重点的に展開された。そして養蚕農民の恐怖の

まとである蚕の病虫害問題に対しても，薬剤！の配

布や予防技術の指導などが一部の先進養蚕産地で

す～「めらTL, 蚕の飼育技術は急速に整備向上され

てし、くのである。

以上述べてきたような第 2次養蚕振興事業にお

ける桑園拡充，飼育i去の高度化といった生産基盤

の整備は第 I図が示すように産繭の継続的な増加

をもたらした。 1971年蔽生産は日標生産高，t万ト

ンには及ばなかったものの， 2万4600トンの蘇生

産を達成し， 基準年度1967年対比では2.25倍の増

産をあげたWc19）。

J生麟長の増大は対日 1!1場。｝好況どあし、まって生

糸輸出を大きく ftpばした。 1971年の生糸輪出額は

ほとんどを日本向けを中心にし3860万ドルを実現

し，物景ベースで2200トンを海外に販売した。そ

して目的年代の後半期から付加価依の高い「しぼ

りjなどの生糸加工製品の対日輪出が活発化する



ようになったため，これらを含めた1971年の絹関

係輸出総額は約8000万ドルに達して（注加，韓国経

済の再生産構造に占める外貨獲得産業としての生

糸や繭の役割はさらに高まったのである（第2,3

図参照）。

(3) 「第3次蚕業増産計画 1972～1976」

それだけに第3次蚕業振興策も強気に策定され

た。最終年次1976年の生糸輸出目標は初年次1971

年実績の 2倍， 7800万ドルと決定され，生糸生産

量の方も4000トン増産体制が要請された。ここか

ら生糸の原料となる産繭規模は， 1971年実積に倍

増する 4万7000トンの生産達成が計画期間中の目

標になった（注21)0 

したがって第 3次蚕業振興事業でも繭増産の前

提をなす生産基盤の拡充が柱となった。桑園基盤

事業では面積の外延的拡大が1960年代の終半期か

ら限界につきあたったため，桑園管理技術の統一

化，向上などといった既存桑園の収葉力増強政策

に重点が移った。具体的には肥培，桑の仕立，収

穫法などの改善，桑病虫害に対する予防体制の確

立といった桑園生産基盤の質的向上策がこの時期

から中心事業となったのである。

そして飼育面でも稚蚕共同事業が繭品質の統一

化策として継続して展開される一方，高生産力蚕

種の普及，選繭体制の強化などが新たに重点施策

事業として策定された。それに飼育技術の能率化

を図るため条桑育，条払上族などといった省力技

術が普及事項とされ，病虫害予防の組織的推進も

本格的に取組むべき分野に選ばれた。第 3次養蚕

振興事業は第 2次計画と同様に1970年の後半には

韓国養蚕業の生産レベ／レを日本のそれの半分程度

までひき上げることを目標にし，その施策を桑園

や飼育管理技術の質的な向上においたのである。

韓国政府が以上のような第3次養蚕振興事業を
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韓国養蚕業の展開と繭増産の要因

第2図韓国生糸，絹製品の輸出推移

2{!7060/J I '', 

総輸出高（ドル）

'L糸， iii製品数量（ t ) 

70 72 

〔出所） 韓国生糸輸出組合『製糸統計年報』 1977年版
ソウル 30ページ。大韓蚕糸会『蚕糸業統計』 1975

年版ソウル 10, 11ページ。

展開しようとした1970年代の前半期は，周知のよ

うに国際経済が大きく変動し乱高下したときであ

った。 1970年頭初期は世界的な大インフレが進行

し，ほとんどの輸出商品の市場規模は拡張した。

とりわけ生糸製品の主市場をなす日本において

は，過剰流動性を起因としてインフレが狂騰した

ため，生糸は木材などとともに空前の好景気をむ

かえた。生糸価格は1972年初めから上昇をみせ，

1972年 12月には基準量価格8300円であったもの

が， 1973年 2月には 1万0072円に上昇し，さらに

同年3月には 1万5000円相場まで急騰した償却。

それだけに新興生糸国で対日売込みで急成長し

た韓国に対して日本の貿付が殺到した。 1972年

の対日生糸輸出高は第2, 3図のように2500トン

に達し，金額では5900万ドルの実績をあげた。こ

のような好景気は1973年に継続してピークを形成

したため，同年の輸出金額は7200万ドルまで急増

をみせて，最終年次1976年の輸出目標は実行後わ

ずか2年目にして到達という状況となった。そし

て「しぼり jなどの絹加工品を含めれば 1億8000

万わレ相当が日本へ販売されたのである（注23）。
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CL!lrJr) 休日n＂.－%輪／1＇，総合『製糸統， l十年報』 1977tt二ittz
ゾウル :lコ，：n，、ージ。

しかしこ山ような空前の生糸長気も197:l年末の

石油危機で日本市場が不況に落ちこんだため，大

幅な後退を余儀なくされた。ロ本の生糸価格は生

産費で積容される基準糸価iよりも低下し，妄蚕長

女は繭♂）赤字販売におし、こまれて．養蚕業の保護

問題が公然と論議される政治状況とたった。

ここから 197,1年には無秩序な生糸輸入による市

況低迷を防ぐことをと目的にして輸入制限措置が日

本によって発動され，翌1975年にはこの生糸輸入

制限措置は養蚕産地の議員7合レツンヤーで恒久立

法化されたわLc4,0 韓国の生糸輸出はrl本宣言糸卒業

i司がおこなう生糸価格安定政策山枠内に押しこめ

られ，自由貿易によるメリットを失 yたJ；であ心。

したがって生糸の対日輸出は激減した。 1975年

には物長ベースで667トン，金額では2000万ドル

と， 1973年水準の 4分の lに落ちこみ， 1976年に

は362トンと最盛時の15%レベルまで低下して，

う。

昔日の面影を喪失した（注25）。

それだけに韓国蚕糸業界は輸入制限措麗に該当

しない加工製品で対日輸出に努力を注いだ。 1975

年には絹撚糸という生糸加工品で一躍8800万ドル

の日本売りこみを達成して対前年比で40倍の拡大

を実現したが，これは直ちに日本政府から生糸の

一種の変形輸出として認定されて規制品尽に迫力n

されたため，この種の輸出は困難となった。そこ

で現在は付加価値が相対的に高い絹織物， ［しぼ

りjなどの加工製品が対日輸出の大宗となり数量

面での急拡大は望めなくなった（第2回参照）。

一方対日市場への過度の依存によって，韓国養

蚕業は日本の輸入規制問題がおきるや死活的状況

に直面したため， 1970年代の中半期から他の生糸

需要国であるフランス，イタリア，アメリカな

どへの市場進出が積極化することになった。しか

し←西ヨーロッパ生糸市場は伝統的に中国生糸の輪

入111場であるため競争がはげしく．また輪出ノウ

ハウの蓄積も少なし、ため市場の多様化は簡単では

ないようである。

このようにして，日本による韓国生糸の輸入制

限措置は韓国蚕糸業の成長性を市場面から奪うこ

とになった。生糸の需給関係は急速に悪化し， 1977

年の在庫量は生糸生産の半分以上に増大して価格

をさらに押し下げた。それだけに生糸の原料をな

す鶏の基準価格は上昇するはずもなくて1973年時

の価格にすえおかれ，養蚕農家の収益性はインフ

レも1Jnえて大きく低下している。

ここから養蚕農家の－－f協は経営的に有利なた

ばこ，人参，とうがらしなどといった経済作物へ

転作し，また韓国の農政当h/1も生糸需給の調整と

いうことで低生産力桑園の処分を1976年ごろから

奨励するようになった惟2fi）。

この結果1977年以降の韓国養蚕業の諸指標は第



Ⅱ　繭増産の要因
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1図が示すように停滞から縮／トへの動きを強め，

乍態の推移いかんでは養蚕王国からの転落もあり

うるような気配である。今後が注目されるゆえん

である。

(I+. 1) A•縛長糸会『車産闘 E民業史』ソウノレ 1963年

8ベージ。

〈注 2) ｜司上書 12ベージ。

C＇仁川 韓国経済開発研究内i向車trJ食住ノ経済的考

明』ソウル 1965年 28, 29ベーンe

(14) 韓国農林部『韓国主業 Fn/,況十展望』ソウ

il 1968年 巻末主要統計Jてをム i:0 

（注 5) 大緯蚕糸会『緯凶・…・・』 13ベージ。

（注 6) 草寺凶農林部 前尚歯 巻米統計をみよ。

（注7) 日本統治則の製糸業問題は， 火事事蚕糸会

r鶴凶ぃ…・』第6章「製糸Jの項目をみよ。

（注 8）韓国農林部前掲醤 巻末統計より試算。

( tt 9〕 岡上書巻末統什。

れと10) 各績の養蚕振興’j;;(i_にー川、 c: t, l,i) J二書

I lぺ d および韓国経済開発研だ川 市i陪窪田～73

バ 〆 Eみよ。

( iL 11) 韓国生糸輸出組 i；－『製糸絞J年報』 1970年

）似 ソウノレ 20ベーシ。

（法12) 第 l次蚕業噌産5カ年目十闘の概要に ／） L、て

は，車軍国農林部 補H易書 21～25ベージをみよ。

（社：13) 問 i二議 26, 27ベージ。

（注14) 向上高巻末統計。

心i15) 大韓蚕糸会『韓いl ・J 89 ・ ジ。

〔t116）大韓蚕糸会『蚕ム業統＂ IJ1975年版 ソウ

ル 1：要蚕糸統計をみよ。

（住17）韓国農林部商jおよ GI～(i(jへージの計画i

概要をみよ。

（注18) 第2次計阿則の桑岡鉱光事業や島？］脊技術の

lhJ上策の実績については，大韓蚕糸会『11:糸業……』

1975年版主要蚕糸統計をみよ。

Cl主19) 1,1] l二宮 主要蚕糸統計をみよ。

ハI:.'O) 韓国生糸輸出組？？『製糸統nlij報』 1977年

1;ti ：ロ～35ベージ。

(.Ul) 鯨国政府『第 3;;:ft:，骨肉売ら均年計婚，

197:.'～1976』ソウノレ 1971年 37, 38，ζージ。

（辻22) 農林省『葡糸価将安定制度六十年史下巻』

東京 1978年 1868ベージ。

（注23) 事事国生糸輸出組合 前婦書 1977年版 32 

事事国養蚕業の展開と稿琳産の要因

～35ページ。

（注24) 1974年の輸入制限措置は国内生糸需給を改

%するこ七を R的にして， 1974年度（1975年5)J 31臼

まで〕の輸入生糸数量の上限を15万別∞俊とし，輸入

は臼本笈糸毒事業団が一元的におこなった。

1975年度の生糸輸入制度では，新たに絹撚糸，絹織

物を規制j対象に加えて総合的な需給調墜をおこなうこ

とになり，そのため二国間協定をおこなって生糸貿易

山秩序化ろと｝閉した。そして適用期間は「当分のHりと

いうことで事実上桓久fとされ，実抱機関は1974年度と

1,,Jじよ弓に 1!4；蚕糸事業団で，－；じ的な輸入業務を担

当！／た。

各11I百！の fl斡絹交渉は1975年R｝］に始まったが，韓

問側は，①対日生糸輸出の圧倒的比重，②臼韓貿易に

おける綿国側の大幅赤字などをあげて反発 L, 「日韓

絹戦争Jと呼ばれる混乱が生じた。しかし臼本政府は

輸入貿易管理令を適用して韓国産絹を事前許可制に

［，まだ関税軽減措置を停止するなどで韓関側に圧力

を加え，他方Hi荷期をむかえた聴国側は対日市場喪失

をおそれて1976年4月に妥結し任。

i三な fr怠内符は，①1976年4月かん77,r3けまでに

I i本側はゴ糸じよぴ絹糸 3万6000依を湾入し純国側

では1976年の 4月から12月までに 3万26削俊を輸出す

る。②絹織物は1976年4月から1977年 3月までの聞は

対前年比輸出水準に韓国側が自主規制する，という

ものであった（農林省『繭糸価格安定制度六十年史

下巻』第5節，第6節の事業団－j己規制。日本蚕糸新

I.lilt上『蚕糸＇ I釘i』1975,1976年版の生糸，組織物の需

要JJ/[Iにと｛；照）。

(it 25) 隣同生糸輸出組合 詰iij局者 1977年店長 32 

～：15ベジ。

（注26) 『Yウル経済新聞』 1978年 5月9日～ 5月

16日に連載された「踊る蚕業政策」をみよ。

n 繭増産の要因

l. 養蚕生産基豊富の拡充と技術の向上

(1) 桑闘の拡充

1976年産繭規模が1960年以降約9倍にも増大し

て世界第3位の生糸生産国に到達した第1の要因

ラI
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は，桑園拡充や飼育技術山高度化などの五五業生産

基盤の整備によるものであり，とりわけ桑田拡充

は繭摺産に決定的な影響を与えた。

葉国面積は解放以降における養蚕業景気のピー

ケをなす1973年にはバ万ヘケタールに著憎L,

l'.-:!GO年の桑国規模対比で 4倍というさ、拡大をとげ

た。そして田畑の境界や家屋敷などに様えられて

いた収葉力の低い桑の樹は，生産力の高L、！改良

ねずみ返し」「一之瀬」それに耐寒性にすぐれる魯

桑系の品誌に変わり，噴励桑と専業桑田が支配的

となって収業力は高まった。

さらに柔（T)樹の管理技術面でもがi進がすすみ，

1950年代にはその重要性がほとんど理解されなか

／〉た肥培管理は肥料の購入制度整備によって大L、

に走蚕農家にJ詳及した。また，これまた養蚕農民

にほとんど刷みられなかった桑仕立法，収穫法

などの技術も日本から先進技術が続々と導入 3

れ，桑葉山病虫害防除法も1970年以降主要産地で

本格化して司桑闘の質的な管理技術i土先進長蚕回

日本のレベルに大きく近づくのである｛？川、。

以上のような桑間生産力状況は「桑原10アール

当りの繭生産量推移jで上り明確に検出できる。第

4図の指標がこの間の事情を示すもので， 1965年

の単位当り生産量は15.5キログラムと R本の 4分

の1レベルの低さに留ま－－，ていたが， 1970ifの初

めには一挙に倍摘して；mヤロゲラムラインを突破

し‘ 1977年に：J:47キログラムとさ心に桑間生庄）J

~向上させている叶 2 》。

この結果，韓凶の桑同生産力は ii本山行o＇：；，ニf{ 

ンに到達し，日本型！桑岡管理技術v，継続的な修丹｛（

で桑園の効率性を急速に高めたことをおlることが

できるのである c

(t1 ；高生産力蚕惑の普及と飼育技術の向i二

菊増産にかかわる生産力要因は高産出蚕磁の普

52 

実~ I表蚕品種の生1¥i-力発11さ

年！支｜ 極 類 生座長kg／桁i指 ！数

1900 水原種 1.5 I()() 
1910 ウソク コ－8 187 
1920 ll l X '11 4 :1,5 2:1:1 
1940 111xq110g -1. I 27:1 
1962 ?f l長xソ腸 5.::l :15:¥ 

l9fi6 蚕1OlX蚕102 6.1 407 
1968 蚕103X蚕104 6.9 461) 
1971 蚕107×蚕108 7.4 497 
1976 長115X蚕116 ,.7 51:; 

C /l',Tfr) 農水産部蚕業試験場『主主業研究六十｛fl木）J;(

1977年 9ページ。

及にもみられる。

蚕種開発は1960年代に入るや中央蚕業試験場な

どで日本の先進技術を消化する形で始まり、 1960

年代の後半期には高生産力蚕種の一部実用化に成

功した。そして1970年代には農政当局の積極的な

養蚕振興政策のもとで，高生産力唆励蚕種が養蚕

農家に幹及L，最近におけど〉繭増産力の主要問と

なっTこ(il3）。

との間の事情は第 I表で忠明 C）かなように驚異

的な効果をあげたとみられ， 1976年の摂励蚕種，蚕

115×蚕116の 1$r'i当りの繭産出量は平均7.7キロ

グラムが見込まれて， 1962年対比で50%以上の惜

産効果を生みだした。適切な給桑ど飼育技術が伴

ろならば．高生産力蚕種の普及は一挙に繭増産を

可能去したわけで，蚕種の品種改良がはたした役

割は1970年代以降非常に大きいとみられる。

(3) 飼育技術の進展

蚕稀の改良，普及というなかで蚕の飼育技術も

進民しfこO

1960年代にははとんどttJ,i：・兼用℃行かわれて L、

た蚕室の改替整俗事業が主たる推進目標とされ，

新たな蚕室の建設や改良事業には政府から H:意ウ

ォーンの補助余が交付されて，蚕飼育に適した環境

づくりがすすめられた出4）。そして1970年代に入
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るや統ーされた訴の大量確保を因るため，主言行fの

安定にJ直結する稚3民共同飼育場の建設がt重要な課

題となり，大規開な共同飼育，共同桑園の経営も

一郎先進養蚕地域ですすめられる上うになった。

ぞれに養蚕農家にと寸て最A も恐しい問題ともい

うべきな去病については， 1970i-f代に入るやホル

マリン消毒訟などの防除体f¥jljが整備され，これに

要する薬品配給なども制度化されようにな 4 》た。

r.1,1＿述べてきたような高生産力蚕穫の普及と蚕

飼育技術の進展状況は産購畳を品立卵号 Ofiで表

示｝で除す「fi~'_LJ り繭生産量」の指標に明僚にあら

われて 1唱、る。すなわち1965年には山.1キログラム

三日本の71J'i（，台で、あった箱当りの生産性は， 1976

(f-には f:Iオ三の3'.2キログラムに対してふ全iえは31キロ

ゲ弓ムの£1古をあげ，日本の飼育‘生産性とほとん

ど異ならなL、水準にh外した。しかし 1戸当り繭

生産量は1976年実績比で日本の20%台にすぎず，

韓国養蚕業が零細農民によってtE!われてし、るのを

知らことができる（筑4図参照）。

(4) 尚食研究機関の活動と技術指導体制の確立

各種の先進養蚕技術の普及にあたっ C，養蚕

関係の技術機関がはたした役割も無悦できな L、と

思、われゐc

主主業技術部門における調査研究を担当する「将

同中央蚕業試験域J：土韓国養蚕技術の開発主体E

Lて川余年の歴史をもち，今までの Jミてきた各

種の養蚕肢怖はほとんどが三の試験場を通して養

蚕農家に広主った。この意味で養蚕技術向上の推

進力にな，Jfこのは，「韓国中央蚕業試験場jや隣接

する「、ノウル）~学校農科大学j における持続的な

調五研究活動ということができるc これらの機関

はその豊かな人材を駆使して養蚕先進国である日

本の関連肢体？を積極的に導入し，持同の｛武士に適

合した韮蚕技術を実験、開発しうその成果の普及

幹回養蚕業の展開と繭I首J主の要因

ffi 4関韓国養蚕業の生産性指標推移

（対比日本）
3'守 389 目。
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は農村振興庁を頭とする技術指導体系の機関がお

こなってゆくのである。

養蚕技術指導機関には前述の農村振興庁のほか

に道，市町村レベルの技術指導体系があり，これ

らに所属する養蚕技術普及員は政府が策定した各

種の養蚕ユ奨励技術を個々の養蚕農民に浸透させ，

緯同養蚕業の水準を引き上げるなかで繭増産をも

たらす重要な役割をになったのである情5¥

2. 日本市場の急拡張と菰価の好調

(1) 対日生糸輸出市場の拡張

韓国養蚕業の成長を主導し，繭増産をもたらし

たとみられる第 2の要肉は，すでに第 2, 3図で

示したような対日生糸輸出の急増である。これは

H本市場が1965年の国交正常化を契機にして韓国

生糸の中心的な仕向地になったためで，国交関従

後の 4年円にあたる1969年には，これら生糸輸出

の7:i%が日本向けとなった。

このようにして，韓国の生糸製ill，とその原料を

なす目指は， 1960年代の後半からほとんEが対日輸出

を前提にして生産されるようになるのである。言

ラ3
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いかえれば韓国の養蚕業は日本の各種の和装製品

の原料基地に編成されるととによって発展の基礎

を固め，以降の繭高成長を実現してゆくのである。

1960年代後半期，日本の絹製品の需要は高度成

長による所得増大を反映して飛躍的に増大をつづ

ヴた。この時期tこおける絹需要平均増加率は11.3

%という大きな伸びを示し， GN Pの平均成長率

よりも高い需要増大をみせたのである。

しかし，生糸の原料を生産する養蚕農家が高度

経済成長の影響で減少に転じ，繭生産量は停滞を

つづけたため， 1965年以降の絹製品需給は海外か

ら年々 3割程度の大量生糸輸入がおとなわれな

いかぎり均衡できない状況となった池心。

それだけに日本の繍業関係者は日韓国交回復で

貿易制度が整備されるや，韓国養蚕業に対して中

国とならぶ日本船業の原料供給先として期待し

た。韓国養蚕業は日本帝国主義時代にそのほとん

立の製品を日本仁輸出したこともあって国際感覚

にとんでおり，かえて1960年代初めから本格化し

た養蚕振興策は桑闘拡大などで成果をあげて繭増

産が期待できるようになったため，日本の生糸関

係者の闘はにわかに韓国に向けられたのである。

この間有力生糸輸入国である中国は文化大革命の

混乱から先行が不安定となったため，韓国生糸へ

の期待はさらに強まることにもなった。

ここから 1965年にほ600キログラムと韓国生糸

輸出量の0.1%という皆無に等しい低水準にあっ

た日本市場は， 1966年には 143トンと一躍20%ラ

インに近づき， 1969年には73%が日本向けとなっ

て，韓国生糸の日本八の依存度は急速に高まっ

た〈注7）。

日韓生糸貿易の急増は日韓両国の共通の利害に

もとづいて進行したため， 1970年にはこの生糸賀

ラ4

易の維持拡大ということで両国の絹業関係首脳が

あっまる「日韓彊糸会議事Jが創設され，日本側代表

は「韓国の生糸対日輸出は日本細業発展に不可欠

なものとして一層の諦増産jを土要請したのであ

った（注8¥

このようなところに， IIの3でも述べたような

生糸の大景気が到来した。生糸は木材，ゴムなど

とともに絶好の投機商品とな札価格は棒上げの

状況となった。ここから韓国の生糸産地は相対的

に供給能力があるとみなされて日本の流通資本や

生産資本から買付けの交渉をうけ， 1973年には対

日向け生糸が2000トンを突破して金額では7200万

ドル，しぼりな立の生糸加工製品まで含めると 1

構内000万ドルという史上最高の輸出実績を達成し

たo

それだけに日本の生糸景気が石油危機で落ちこ

むや，韓国の蟹糸業界は「解放後かつてない不況J

に突入するととになった。日本昔話は不祝打開策と

して1974年から韓国生糸の輸入制限策を打ちだし

て日本持ち込みをチェックした。このため1976年

の対日生糸輸出は362トン，金額で1140万ドルに激

減し，したがって韓国生糸が日本生糸市場ではた

す役割は急速に小さくなってゆくのである。

そこで現荘対日向け絹関係製品の中心は付加価

値にすぐれるfしぼりJ，織物などに移って，これ

らの対日輸出製品は1977年には 2億5（削万ドル

と絹関係輸出総額の 90%以上の比重をしめてい

る（注9）。

(2) 頭価の継続的上昇

対日生糸輸出の急増は前述したように詞本の生

糸需給逼迫を背景としながら展開したため，韓国

生糸の輪出価格を上昇させることになった。

第2表が示すように，対日輸出がほとんどみら
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れなかった1964年の生糸平均輪出価格は10.91ド

ルであったが，1968年に怯17.02ドルと56%ほど上

昇し，好況期の1972年にt土1964年価格の2倍，1973

年にはなんと3.17倍にも急騰をみせたのである。

したがって生糸の原料をなす繭の価格も上昇し

たの繭の基準価格は第3表の標準価格とみられる

春蚕4等の表が明らかにするように，対日輸出が

実鋭的に始まった1964年から騰勢に転じ， 3年後

の19G8年には1965年基準価格のほぼ2倍に急務し

たごそして日本生糸市場が好況に転ずる1971年か

ら再度繭価の上昇を示して， 1973年にはキログラ

ム当り 1137ウォンに到達して，日本向けが全然み

られなかった1963年基準繭価比で10倍以kの価格

上昇を実現したのである。

1962～1973年の消費者物価指数は：l93であるか

ら（frllJ；，縞価の実質的な l二昇率は 6倍以上とみな

すこともできるわけで，韓国の繭髄i土日本市場iこ

生糸の仕向地を求めたことで一挙に上昇勢をつか

み，生糸価の数倍という急騰をはたしたのである。

このような1965年から1970年初頭期における麟

価の継続的な上昇は，基準生糸価格のなかで繭へ

の配分比率が70%（日本は約削%）とし、う養蚕農

家にと九て不利な価格構造にもかかわらず償却，

IIの3で詳説するように他のし、かなる農産物より

も収益性を保障することになった。また製糸会社

が産繭の全部を基準価格で寅入れる購買制度は，

価格変動の波にさらされる他の農産物に比べて経

営的に有利で，養蚕業は安定的な営農分野とみな

されて撲民の養蚕業進出を強めていった。

繭価上昇は養蚕業に参入する農家を増大させ，

i摘増産の意欲を高めてゆくのであって，その意味

では対日生糸市場の好調が韓国養蚕業発展の決定

的な契機になったと言うことができるのである。

韓国養蚕業の展開と強増産の要因

lt,2褒韓国生糸輸出価格と藤価格の推移

＼誌類｜横浜4:.；系顧扇轟扇亙系輸出［議基準仮格
＂・ヘ I ＜直物） l価格 i春蚕4ぜ：

年度＼｜ ドノレ／均 l f' Iレ／kg I ウォン／均
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（出所〉 韓関生糸輸出組合『製糸統計年報』 1977年版
ソヴル66,67, 70, 71ページ。

3. 盤蜜撲の高収益性

蔽増産を達成した要因を農民tlll］に求めてみる

と，養蚕業は1960年中半から1970年前半まで相当

収益性の高い営農分野であったことが知られる。

このζ とを繭と代表的な農産物である米の価格

指数でみると，第3表が示すように養蚕業は経営

的に相当有利で，継続して高収益が可能であった。

すなわち， 1960年を 100とする繭価指数は 1965

ifには 293と米価よりも価格の伸びをみせ， 1968

年には605と断熱米価を引きはなし，1970年前半期，

には生糸大景気でさらに急騰をみせるのである。

これに対して米価指数は1966年には 303と械価の

83%水準に落ちこみ， 1968年には396と繭価指数

の65%に格蓋が拡大して，養蚕業の価格上昇にせ

まることができなかった。 1960年代中半期からの

養蚕業は一貫して稲作よりも価格的に有利な農業

分野であったのである。

以上のような養蚕業における有利な収益性は，

1964年に韓国農協が実施した「10アール当りの農

産物収益性調査Jでより明確に確認できる（第4

表〕。
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第3褒語障価，米価指数の推移（1960=100)
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（出所） 韓国生糸輸出組合『製糸統計年；む 1977年版

66, 67ページより試算。韓国農林郁（1973年以降農
水産部）『韓国農林統計年報』各年版 ソウル，よ
り試算。

これによれば単位面積当り粗収入が最も多し、農

産物はりんごで繭よりも33%ほど上位にあるもの

の，所得面ではりんゴが多額の資本投下を必要と

するため繭を生産する養蚕業に30%ほど劣って第

1位をゆずっている。また，さつまL、もやじゃが

いもといった桑の競合作物も，養蚕業の所得に比

べて各々35%, 57%1まど落ちこみ，養蚕業の所得

にせまる農産物は1960年の中半期には存在してい

なかった。それに米の場合も繭よりも30%ほど低

所得で，養蚕業は経営的に最も有利な営農分野

であったことが理解できょう。それに養蚕業は一

定規模の桑固と家屋兼用の蚕室ボ存在すれば，新

たに必要とする費用は蚕種代と若干の蚕具代にす

ぎなνため，果樹のような大きな支出は要しない

農業分野である。ことから最低限蚕種代の調達さ

え見通しがたてば中農，貧農でも養蚕難に参加で

きるわけで60年代中ば‘ゴろから養蚕農家の急増を

もたらしてゆく一つの要因をなしたとみられる。

ラ6

第4畿農産物収益性調査（1964年〕

（単泣； 10アール当りウォン〉

作一物··~··「糊天｜♂ι｜均時間地主首
とうもろこし i4,126 I 2.ss1 I 88 I 328 
さつまいも I10,176 I 1,s21 I 131 I 574 
じゃがいも｜ 9,426 I 4,888 I 1似4 I 470 
9 んご I21,347 I s,040川 456 I 176 

米 I11,862 I 8,866 I 136.61 651 

大 室長 I4,826 I 2,976 I 97.制 304
裸麦 I4,965 I 2,734 I 98.到 278
小麦： 3,477I 1,11s I 98.割 180
産 購 i16,000 I u,s9a川 32・同 3日

〈出所）韓国農業経済研究所『蚕業生産現況ト育成策』
ソウル 1967年 121ページより再引用。農協調査部
『1964年度経済作物生産費ト所得調査報告書』を基
礎とした。

（注） ＊労働報酬は10時間を 1日とする。

4. 養蚕業に有利な自然的条件

韓国は大陸に接する半島に位置するため気候は

大陸的で，寒暑の差ははなはだしくて日照日が多

く，雨量は比較的少なし大気は乾燥状態を持続

する左いう特徴をもっ。

具体的には，朝鮮半島の南部に位置する韓国の

平均温度は12～14°Cで，湿度は70%内外に留ま

る。そして降雨日数はllOfl前後，降雨量は 1000

～1300ミリ前後で日本の 3分の l相当であり，雨

天や曇天日が少なヤため快晴日は100日内外にも

達する。

このような韓国の気象条件は養蚕業に最も適す

るとされている。桑は春からすぐに初夏に移行す

る気候のため凍害霧害が少なく，春蚕，秋蚕期に

は快晴がつづくため収葉力の増大を可能にする。

そして日中は大陸性気候のため高温となるものの

湿度はそれほど上がらず，夜間は冷掠となるため

蚕飼育の大きな問題である高温多湿を避けるとと

ができるのである。

要するに韓国の気候条件はわが閣の養蚕主産地

である長野県のそれに類似しているわけで，韓国

の養蚕業が気候的な好条件を備えていることを知
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お 1）りに

繭減産：の到来 ー

これまで韓国養蚕業の成長プロセスとその要因

を検討することに上って，緯国の養蚕業が世界第

干寺院議 _Bj:業の展開と~増産の嬰関

::i位の繭生産国に発展し，その製品のほとんどが

Ii本に仕向けられている輸出農業であることを知

らことができfこ。

しかし成長一路をつづけてきた韓国養蚕業は

197'1年のH本による生糸輸入規制によって反転

し，繭f生産量は急に孫込む様相をみせている。

こんごの韓国養蚕業がどのように展開するかは

先に成長要因として指摘した，①生産基盤拡充や

肢術の向上，＠市場拡張，③農家の収益性などの

諸問題の検討をお！Ji釦こ必要とする。しかし対日生

糸輸出クオーク一分の国内臨も確保できなL、 ~1＇今

の状態は，韓国養蚕業が構造的衰退期に突入した

との説を裏付けるもので，転換点にあ石こ土 l士M

人も再定できなL、のである。

このような急速な韓国養蚕業の衰退は養蚕農民

に大きな影響を与えるとどになろう。全国養蚕収

入額 G57億ウォン， 1戸当りでは13万5000ウォン

。、ずれも1976年〕の現金収入をもたらす副業的な

営農分野は養蚕業をおいてありえないし，工業化

の進展にともなう兼業収入の増加も安定性に欠け

て当1f¥1の施策には伝りえないとみられるからであ

ゐ。

それだけに養蚕業衰退の深刻性は今後絹関係の

加工業者にも現われることになろう。これらの加

工業種は低廉なる雨量国内供給があったため197G年

段階では2億3000万ドルの輪出を日本などにおこ

なったが，今後は繭不足によって従来の輸出実韻

は困難とみられる。したがって製糸業（60工均，

I万2000人の労働者を擁する）や 5万人相当の労働

者からなる絹織物業界は，これらの流通業者と ξ

もに戯しい企業環境に直面するこ左になろう。

〔Fジア経済研究所同 J；資料m,)

ラ7


	はじめに
	I 繭生産力の展開
	II 繭増産の要因
	おわりに

